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川西市市民活動センター・川西市男女共同参画センター指定管理者募集要項 

 

　川西市（以下「市」という。）では、このたび市民活動センター・男女共同参画センタ

ーの管理運営業務を効果的かつ効率的に行うため、令和８年４月から５年間、施設の管

理運営に関する業務を行う指定管理者を、地方自治法第２４４条の２第３項及び川西市

公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第２条の規定に基づき、次のと

おり募集します。 

 

１　基本的な運営方針 

　市民活動センターは、市民が自主的かつ相互に協働して、不特定多数の市民の利益を

主たる目的として行う非営利の社会貢献活動（以下「市民活動」という。）を促進する

ための施設として市民活動団体への支援や市民活動推進のための効果的な事業等を企

画、実施しています。 

　また、男女共同参画センターは、ジェンダー平等、男女共同参画社会の実現に向けた

活動の拠点施設として、男女共同参画に関する情報提供、活動支援、相談など男女共同

参画社会基本法、川西市男女共同参画推進条例の理念に即した管理運営や事業等を実施

しています。 

　なお、市民活動センターと男女共同参画センターは、同一建物内にある併設館として、

一体的に管理しています。 

　今後もこうした施設の特長を活かして、本市における市民活動の促進やジェンダー平

等、男女共同参画社会づくりに向けた事業の推進を行うことを基本的な運営方針として

います。 

 

２　公募の概要 

（1）施設名称 

 川西市市民活動センター 

 川西市男女共同参画センター 

（2）指定期間 

 令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

（3）指定管理者の募集及び選定の方式 

 指定管理者の募集は、公募で行い、選定委員会による審議結果を経て指定管理者

 候補法人等を選定します。 

（4）選定委員会の設置 

選定委員会は、学識経験者、公認会計士・税理士、市民などによる委員で構成し

ます。 

（5）審議結果の通知 

 審議結果は、申請書を提出した申請者全員に対して速やかに通知します。 

（6）協定書の締結 

 市は、市議会での指定管理者の議決を経て、所要の手続き後、協定書を締結します。 

（7）問い合わせ 

 川西市　市長公室　人権推進多文化共生課 

 　〒666-8501　川西市中央町１２－１ 

 電 話 番 号 ０７２－７４０－１１５０ 

 ＦＡＸ番号 ０７２－７４０－１１５１ 

 電子メール kawa0014@city.kawanishi.lg.jp 
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３　施設の概要 

（1）位置   川西市小花１丁目８番１－１０２号及び２０６号 

（2）施設の概要 

①  構造　　　　　　鉄骨鉄筋コンクリート造（地上１４階建ての１階、２階部分）

②　施設部分の面積  １階部分面積　５６２．０７㎡ 

　　　　　　　　　  ２階部分面積　　８１．０８㎡ 

③　建築年月日　　  平成１１年７月１９日 

④　開館日　　　　  平成１４年６月　１日 

(3）施設内容 

①　会議室Ａ　　　　３０席（机使用）、５０席（椅子のみ使用） 

　　　　　　　　　　５５．８２㎡ 

②　会議室Ｂ　　　　１９席（机使用）、３０席（椅子のみ使用） 

　　　　　　　　　　３４．４５㎡ 

　　会議室Ａと会議室Ｂとの間仕切りは、可動式 

③　プレイルーム　４３．５３㎡ 

④　ワーキングルームＡ　１５席　２５．５２㎡ 

⑤　ワーキングルームＢ　１５席　１９．６３㎡ 

　　ワーキングルームＡとワーキングルームＢとの間仕切りは、可動式 

⑥　その他の施設 

    情報・図書コーナー 

    フリースペース 

    女性チャレンジひろば 

    印刷室、プリントコーナー 

    スタッフルーム 

    女性のための相談室（２階） 

（4）留意点 

市民活動センター・男女共同参画センターは、建物の区分所有等に関する法律

（以下、区分所有法」）による区分所有マンション「ジョイン川西」の１階（１０

２号室）、２階（２０６号室）に設置しています。 

このため、消防用設備、給排水設備、自動ドア設備（共用部の専用使用権によ

る管理は別）、シャッター設備（共用部の専用使用権による管理は別）、配電機械

設備などについては、ジョイン川西管理者が一体的な管理を行っています。 

市民活動センター・男女共同参画センターは、ジョイン川西マンションの１０

２号室及び２０６号室となりますので、指定管理者は、ジョイン川西管理規約を

遵守した安全かつ円滑な施設運営を行うとともに、ジョイン川西管理者と連携し、

区分所有者の共同の利益を維持、増進し、良好な生活環境その他建物及び施設の

機能にとって必要な環境を確保する必要があります。 

また、共用部分の使用に当たっては、ジョイン川西管理者の許可が必要です。 

なお、区分所有法及びジョイン川西管理規約に基づく管理費、修繕積立金、駐

輪場使用料は、区分所有者として市がジョイン川西管理者に別途納入します。 

 

４　管理の基準 

（1）基本となる考え方 

指定管理者は次の基本となる考え方に基づいて、市民活動センター及び男女共

同参画センターを管理運営することとします。 

①　本市の市民活動及びジェンダー平等、男女共同参画社会づくりの拠点として、

市民活動やジェンダー平等、男女共同参画の促進を図り、一人ひとりが生き生
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きと暮らすことができる社会づくりに寄与する。 

②　市民の自主的、主体的な活動を促進し、使用者の立場に立った適正で公平か

つ柔軟な運営を行う。 

（2）開館時間等 

①　開館時間　 

月曜日から金曜日　午前９時から午後８時まで 

土曜日及び日曜日並びに国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に

規定する休日　午前９時から午後５時まで 

②　休館日 

ア　第４日曜日 

イ　１２月２９日から翌年１月３日まで 

③　その他 

ア　開館時間、休館日については、指定管理者が（1）の基本方針に則り、より

充実した管理運営方法を提案した場合に限り、市長の承認を得て変更するこ

とができます。 

イ　開館時間、休館日は、国政選挙や地方選挙の実施などにより、変更する場

合があります。 

（3）業務の一括委託の禁止 

指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託または請け負わせてはなりません。 

（4）関連法令等の遵守 

指定管理者は、業務の遂行にあたって次の関連する法令等を遵守することとし

ます。 

①　地方自治法 

②　男女共同参画社会基本法 

③　個人情報の保護に関する法律 

④　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

⑤　困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 

⑥　川西市男女共同参画推進条例 

⑦　川西市市民活動センターの設置及び管理に関する条例 

⑧　川西市市民活動センターの設置及び管理に関する条例施行規則 

⑨　川西市男女共同参画センターの設置及び管理に関する条例 

⑩　川西市男女共同参画センターの設置及び管理に関する条例施行規則 

⑪　川西市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例 

⑫　川西市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則 

⑬　川西市情報公開条例 

⑭　川西市行政手続条例 

⑮　川西市参画と協働のまちづくり推進条例 

⑯　ジョイン川西管理規約 

⑰　その他関係法令 

ただし、指定管理者による提案内容等を採択することにより、市の条例等の改

正が必要な場合には、必要となる本市の関係諸規定の改正を行います。 

　※条例、規則については、市のホームページに掲載しています。 

（5）個人情報の取扱い 

指定管理者が業務の遂行にあたり個人情報を取り扱う場合は、その取扱いに十

分留意するとともに、漏えい、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切な管

理を行うため、個人情報保護規程等を定め、個人情報を保護するために必要な措

置を講じてください。 
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（6）情報公開 

指定管理者が業務の遂行にあたり作成又は取得した文書等で指定管理者が管

理しているものの公開については、情報公開規程等を定め、情報公開に努めるも

のとします。 

なお、本公募に対する提案書類等の市に提出された文書等についても、市の行

政情報として当該条例に基づき公開対象となります。 

（7）文書の管理・保存 

指定管理者が業務の遂行にあたり作成又は受領した文書等は、関係法令に則っ

た文書管理規定等を定め、適正に管理・保存することとします。また、指定期間

終了時に市の指示に従い、引き渡すものとします。 

（8）守秘義務 

指定管理者は、業務の遂行にあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏らした

り、自己の利益のために使用してはなりません。指定期間が終了した後も同様と

します。 

（9）その他 

実務を担当する幹部職員には、市民活動事業及びジェンダー平等、男女共同参

画事業についての知識経験を有する者を置くものとします。 

（10）確保するべきサービス水準 

本施設の管理運営業務において、指定管理者が確保するべきサービス水準（数

値目標）は次のとおりです。 

①　NPO に関する相談件数　50 件/年 

②　相談事業満足度　90％以上 

③　講座受講者満足度　90％以上 

④　貸室の稼働率　定時（平日　午前 9時から午後 8時、 

土日祝　午前 9 時から午後 5 時　60％/年） 

　　対象の室（会議室 A、会議室 B、プレイルーム、ワーキングルーム A、 

　　　　　　　ワーキングルーム B） 

⑤　貸室等利用満足度　90％以上 

⑥　利用登録グループ数　市民活動センター　 60 グループ 

　　　　　　　　　　　　男女共同参画センター 50 グループ 

⑦　フリースペース利用者数　2,500 人/年 

 

５　指定管理者が必ず行う業務（詳細は別添「川西市市民活動センター・川西市男女共

同参画センター指定管理者業務仕様書、川西市市民活動センター・川西市男女共同参

画センター指定管理者管理業務仕様書（以下、仕様書という）」を参照のこと） 

（1）条例の設置目的を達成するための事業 

川西市市民活動センター及び川西市男女共同参画センターの併設館であるこ

とから、本市における社会貢献を行う市民活動の促進やジェンダー平等、男女共

同参画社会実現の推進事業を実施することとします。 

①　川西市市民活動センター事業 

※各業務の実施手法について具体的な方法を記載してください。 

ア　市民活動に係る各種サポート 

イ　つながりづくり 

ウ　情報収集・発信 

②　川西市男女共同参画センター事業 

　ア　講座の開設及び啓発事業 
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　イ　女性のための相談業務の実施 

　ウ　人材の育成及び活動の支援 

　エ　情報収集・発信・調査研究 

（2）施設の運営に関する業務 

①　施設使用申請の受付及び使用許可、使用の制限、使用許可の取消等 

②　施設使用料の収納及び還付 

③　施設使用料の減免（市の基準による） 

④　施設使用に伴う付属設備・備品類の使用受付、貸出及び維持管理 

⑤　施設の使用の制限、使用中の場所への立入調査 

⑥　施設の使用者に対する指導、助言 

⑦　グループの登録等に関する事務 

（3）施設の管理に関する業務 

①　施設の保守管理 

　ア　建物の保守管理業務 

　イ　機械・設備等の保守管理業務 

②　環境維持管理 

　ア　清掃業務 

　イ　保安警備業務 

（4）その他の業務 

①　収支決算書及び事業報告書等の作成並びに市への報告 

②　防災、防犯対策等緊急時マニュアルの作成及び訓練の実施 

③　経理規定等（関係法令等に準じるもの）を作成しての経理事務 

④　指定期間終了にあたっての引き継ぎ事務 

⑤　市が行う参画と協働の取組に対する協力 

⑥　施設利用者に対するアンケート調査等の実施 

⑦　市からの求めに応じ、関係資料を随時提出 

⑧　その他日常業務の調整 

（5）　留意事項 

①　令和８年３月３１日以前において、既に使用申込みのあった施設使用や実施

が決定している事業については、原則として前任の指定管理者から業務を引き

継ぐこととします。 

 

②　貸室の使用については、窓口での書面、現金による手続きのほか、オンライ

ン予約・決済システム（市が契約）に対応することが必要になります。その際

に必要となる決済手数料及び振込手数料については、指定管理料に含めて市が

負担します。 

今後、キャッシュレス決済（利用料金制のため、指定管理者が契約）に対応

することになった際も同様です。 

 

６　自主事業 

施設の設置目的に即して、指定管理者が自らの経費で実施する事業のことで、指定管

理事業と区別がつくように実施し、当該事業の実施により得られる収入は、指定管理者

の収入とします。原則として、当該事業の実施に伴い、一般利用者の活動の妨げになら

ないかなどを判断した上で、市との協議を経て実施の可否を決定します。 

 

７　指定管理業務に関する経費 

施設の使用料については、指定管理者の収入（地方自治法に規定する利用料金制）と
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します。 

 

（1）指定管理者の収入として見込まれるもの 

①　使用料収入 

使用料の設定については、市の条例に定める額の範囲内で、指定管理者が

設定することが可能となります。なお、使用料の設定にあたっては、市長の

事前承認が必要です。また、使用料収入の増加など指定管理者の経営努力に

より生み出された剰余金については、原則として精算による返還を求めませ

ん。また、使用料収入の減少などにより不足額が生じた場合は原則として補

填は行いません。なお、諸規定に基づき使用料を減額した場合による使用料

収入の減収については、指定管理料に当該減収分を見込むものとし、補填等

の措置は行いません。 

なお、貸室使用料は令和５年４月１日より変更になり、４年ごとに見直し

を行うこととなっています。 

 

  市民活動センター 

 

男女共同参画センター 

 

参考）令和６年度実績 

会議室使用料 1,561 千円　　印刷機等使用料　261 千円 

②　指定管理料収入 

③　指定管理者が実施する講座等の実施に伴う収入 

参加費、寄付金、企業協賛金等の収入については、指定管理者の自主財源

となります。 

（2）指定管理料 

①　指定管理料の内容 

施設の運営費、施設・設備の維持管理経費（光熱水費、施設等の保守管理

費等）、施設の維持管理に係る人件費、事務費等が含まれます。なお、公共２

施設の安定的かつ効率的な管理運営を確保するため、運営経費等について可

能な限り、市民活動センターと男女共同参画センターに分け、明確な収支計

画を立ててください。また、施設・設備の維持管理経費（光熱水費、施設等

の保守管理費等）については、面積按分（市民活動センター0.4375：男女共

  
室名

使用料(1 区分当たり)
 市長が認める団体が市民活動を

行うために使用する場合

その他の場合

 会議室 A 330 円 500 円
 会議室 B 200 円 310 円
 ワーキングルーム A 150 円 220 円
 ワーキングルーム B 120 円 180 円
 プレイルーム 260 円 390 円

 室名 使用料(1 区分当たり)
 会議室Ａ 330 円
 会議室Ｂ 200 円
 ワーキングルームＡ 150 円
 ワーキングルームＢ 120 円
 プレイルーム 260 円
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同参画センター0.5625）して費用を計上してください。ただし、人件費及び

電気料金については、２年度目以降における賃金水準、光熱費の変動の影響

は見込まず、初年度の金額と同金額を毎年度計上することとし、電気料金に

ついては、市民活動センターとして 962 千円、男女共同参画センターとして

1,238 千円を毎年度計上してください。なお、人件費と電気料金の変動への

対応については、別紙「川西市市民活動センター・川西市男女共同参画セン

ター指定管理者制度における人件費及び電気料金変動への対応について」の

とおりとします。 

②　指定管理料の金額 

５年間の指定管理料は、事業計画書に記載された金額をもとに、市の予算

の範囲内（上限　市民活動センター事業　97,670 千円、男女共同参画センタ

ー事業　122,350 千円）で市と指定管理者との間で協議のうえ決定します。 

③　指定管理料の支払い 

会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに指定管理者の請求に

基づき分割して支払います。なお、支払時期や額等については年度協定書に

より定めます。 

（3）区分会計の独立 

指定管理者は、管理運営にかかる経理事務を行うにあたり、独立した会計帳簿

書類、経理規定及び管理口座を設け、市の要求がある場合は経理書類を開示して

いただきます。また、市による監査を受けられるよう体制を整えてください。 

（4）留意事項 

①　修繕については、原則として市が負担します。ただし、軽微な修繕（４０万

円未満）で指定管理料の予算の範囲内で行う修繕はこの限りではありません。 

②　備品については、原則として市が購入します。なお、指定管理者が新しい備

品を購入・配備することも可能ですが、市の備品と区別がつくように登録・管

理してください。指定管理者が購入した備品については、指定期間終了後は指

定管理者が撤去してください。 

③　令和６年度以前の詳細な決算額については、川西市役所 2階市政情報コーナ

ーに設置している年次事業報告書を参考にしてください。 

 

８　指定管理者と川西市の主な責任分担 
 項　　　目 指定管理者 川西市
 　運営の基本方針 ◎
 　施設の維持管理・運営 ◎ ○
 　施設内設備・備品の維持管理 ◎ ○
 　消耗品の購入 ◎ ○
 　備品の購入（1件 1 万円以上）及び管理 ○ ◎
 　施設の修繕（小規模修繕 1件 40 万円未満） ◎ ○
 　施設の修繕（小規模修繕 1件 40 万円以上）

（指定管理者に責めがある場合を除く）
○ ◎

 　苦情・事故・災害対応 ◎ ○
 　災害復旧 ○ ◎
 　自然災害等の不可抗力 協議
 　施設の管理瑕庇に伴う損害賠償 ◎ ○

 　施設の設置瑕庇に伴う損害賠償 ◎
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（　◎・・・主たる責任分担　　○・・・一定の範囲での責任分担　） 

 

（1）公の施設の設置又は管理の瑕疵（通常有すべき安全性が欠けていたこと）によっ

て利用者に損害を与えた場合、国家賠償法第２条第１項の規定により、一義的には

公の施設の設置者たる市が賠償責任を負いますが、指定管理者側に原因があるとき

は、同条第２項の規定により、市は指定管理者に対する求償権を有します。 

（2）指定管理者が地方自治法第２４４条の２第３項及び第４項に規定された指定管理

業務を実施する場合には、市が加入する市民総合保険の対象とみなします。しかし、

当該指定管理者が施設内で自主事業を実施する場合には、その運営上もたらされる

賠償責任は当該保険の対象外となります。そのため、市民総合保険の範囲を超える

内容については、指定管理者は必要に応じて別途損害賠償保険等に加入するなどの

対応を行ってください。 

 

 【参考】 

 （令和７年度市が加入する市民総合保険賠償責任保険の内容） 

 てん補限度額 身体賠償 １名につき ５千万円 

 　　　　　　　　　　　　　１事故につき ５ 億 円 

 　　　　　　 財物賠償 １事故につき １千万円 

 　　　　　　 免責金額 １事故につき な　　し 

 

９　申請に関する事項 

（1）申請者の資格 

指定管理者に申請しようとするものは、次のすべてを満たすことのできる、法

人その他の団体
＊
または複数の法人によるグループ（以下「法人等」という。）と

し、個人での申請はできません。 

①　市民活動センターの設置及び管理に関する条例、同施行規則に基づき、市民

活動センターの管理運営業務を円滑に遂行できるものであること。 

②　男女共同参画センターの設置及び管理に関する条例、同施行規則に基づき、

男女共同参画センターの管理運営業務を円滑に遂行できるものであること。 

③　市民活動及びジェンダー平等、男女共同参画に関する事業の企画運営ができ、

かつ利用者等に対し市民活動及びジェンダー平等、男女共同参画に関する指

導・助言を行うことができる職員を配置できること。 

④　宗教活動及び政治活動を主たる目的としていないこと。 

⑤　市民活動センター及び男女共同参画センターの管理運営にあたっては、地方

自治法、川西市市民活動センターの設置及び管理に関する条例、同施行規則、

川西市男女共同参画センターの設置及び管理に関する条例、同施行規則による

制約を受けるなど、責任義務等が生じる旨を了承できること。 

⑥　法人等（法人格を有していない団体にあってはその代表者）が、次に掲げる

税を滞納していないこと。 

　ア　所得税又は法人税 

　イ　消費税 

　ウ　県税・本市の市税（市に対して納税義務がある場合に限る） 

⑦　法人等（法人格を有していない団体にあってはその代表者）が、私的独占の

禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条又は第８条第１項に違反すると

して、公正取引委員会又は関係機関に認定された日から２年を経過しないもの

でないこと。 
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⑧　法人等（法人格を有していない団体にあってはその代表者）が、指定管理者

として行う業務に関連する法規に違反するとして関係機関に認定された日か

ら２年を超過しない者でないこと。 

⑨　法人等（法人格を有していない団体にあってはその代表者）が、暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に掲げる指定暴力団又は

その構成員でないことのほか、指定管理者としてふさわしくない者でないこと。 
 (＊)その他の団体とは、規約により代表者又は管理人の定めのあるもの。 

（2）複数の法人等による申請 

サービスの向上並びに業務の効率的な実施を図る上で必要な場合は、複数の法

人等（ 以下「グループ」という。）が共同して申請することができます。この場

合においては、次の事項に留意して申請してください。 

①　複数の法人等が共同して申請をする場合には、代表となる法人等を選定して

ください。この場合において、他の法人等は、当該グループの構成団体として

扱ってください。なお、代表となる法人等または構成団体の変更は原則として

認めません。 

②　グループの構成員は、他のグループの構成員となり、又は単独で申請を行う

ことはできません。 

 

１０　申請の手続き 

（1）募集要項の配付 

①　配付期間　令和７年９月２９日（月）から１０月１７日（金）まで 

午前９時から午後５時までとします。 

ただし、土・日・祝日を除きます。 

②　配付場所　川西市役所４階人権推進多文化共生課及び川西市ホームページ 

なお、郵便での配付は行いません。 

（2）質疑の受付 

募集要項の内容等に関する質疑を次のとおり受け付けます。 

①　質疑受付期間 

令和７年９月２９日（月）から１０月８日（水）までの午前９時から午後

５時までとします。ただし、土・日・祝日を除きます。 

②　受付方法 

募集要項の内容等に関する質問書（様式第２号）に質疑の要旨を簡潔にま

とめ、持参又は郵送、ＦＡＸ、電子メールのいずれかの方法により行ってく

ださい。また、ＦＡＸ又は電子メールで行った場合は、送信が完了したかど

うかの確認のため、必ず担当部署へ電話をしてください。なお、電話・窓口

での口頭による質問は受け付けません。 

③　回答 

回答は、質疑受理後文書で速やかに行います。 

なお、回答の内容は、現地説明会参加団体及び質問をされた団体等に電子

メールまたはＦＡＸにて送付します。 

（3）現地説明会の開催 

　　　　現地説明会への参加は、任意になります。参加しない場合も応募は可能です。

また、参加しないことで審査が不利になることはありません。 

①　開催日時 

令和７年１０月７日（火）午後２時３０分から 

②　開催場所 

川西市市民活動センター・川西市男女共同参画センター　会議室　他 
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（川西市小花１丁目８番１号） 

③　申込方法等 

参加を希望する法人等は、説明会参加申込書（様式第１号）に法人名及び参加希

望者（各団体２名まで）、連絡先を明記のうえ、令和７年１０月６日（月）午後５

時必着で電子メール（kawa0014@city.kawanishi.lg.jp）またはＦＡＸ

（Fax072-740-1151）にて、川西市役所４階人権推進多文化共生課まで申し込

んでください。また、送付後は必ず送付した旨を電話連絡（℡072-740-1150）

してください。 

 

（4）申請書頼 

申請書類及び提出部数は、「申請書類一覧」のとおりです。 

※申請書類で任意となっているものはすべてＡ４版としてください。 

※本文の文字サイズは原則１２ポイントとし、ページ数を付して編綴してく

ださい。また、多色刷りは可としますが、モノクロ複写・印刷する場合でも見

やすくなるように配慮してください。 

（5）提案書類の著作権等 

　　　　申込団体が提出した書類の著作権は、指定管理者が決定するまでの間は申込

団体に帰属します。ただし、市が指定管理者の決定を行う際、議会の審議等に

必要な場合は、提出書類の全部または一部を使用できるものとします。 

　　　　また、提出書類は、川西市情報公開条例に定めるところにより、公開される

場合があります。 

（6）その他提案に関する留意事項 

　　　　　市は、指定管理者として最もふさわしい団体を選定するにあたり、本募集要

項および仕様書に記載する業務内容及び確保すべきサービス水準等を満たす

ための各申込団体の創意工夫ある提案とともに、サービス向上に向けて独自性

のある提案を求めるものです。 

（7）申請書類の受付期間及び提出先 

①　申請書類の受付期間 

令和７年９月２９日（月）から令和７年１０月１７日（金）までの午前９時か

ら午後５時までとします。ただし、土・日・祝日を除きます。 

②　提出方法 

直接提出・郵送いずれも可（期限必着） 

③　提出先   

〒666-8501　川西市中央町１２-１ 

川西市役所　４階　市長公室　人権推進多文化共生課 

 

１１　選定方法 

（1）資格審査 

申請書類の提出後、申請資格要件について、市において書類審査を行います。 

（2）選定委員会 

指定管理者候補法人等の選定を公平かつ適正に行うため、選定委員会を設置し、

申請書類等の審査を行います。 

（3）選定方式 

申請者に対するヒアリングを行い、総合的に審査し指定管理者候補法人等を選

定します。なお、審査の結果、該当法人等を選定しないことがあります。 
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１２　選定基準 

　指定管理者候補法人等は、川西市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する

条例第４条に規定する次の基準を基本として、公平かつ適正に審査し、選定します。 

（1）市民の平等な利用が確保されるとともに、サービスの向上が期待できること。 

（2）公の施設の管理に係る事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮する

ものであること。 

（3）公の施設の管理に係る事業計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他

の経営の規模及び能力を有しており、又は確保できる見込みがあること。 

（4）公の施設の管理に係る収支計画書の内容が、公の施設の適切な管理及び管理に係

る経費の縮減が図られるものであること。 

 

１３　留意事項 

　申請者が次の要件に該当した場合は、その者を審査選定の対象から除外します。 

（1）申請者及び申請者の代理人並びにそれ以外の関係者が審査に対する不当な要求を

行った場合、若しくは、選定委員会委員に個別に接触した場合 

（2）申請者が提出した申請書類の内容が本募集要項及び仕様書に定める条件を満たし

ていない場合 

（3）複数の事業計画書等を提出した場合 

（4）申請書類の受付期間に所定の書類が整わなかった場合 

（5）その他不正行為があった場合 

 

１４　選定結果 

　指定管理者候補法人等の選定後、選定結果を申請した法人等に速やかに文書で通知し

ます。 

 

１５　決定までのスケジュール 

（1）指定管理者の申請期間等 

①　募集要項の配付  令和７年９月２９日（月）～１０月１７日（金） 

②　質疑受付   令和７年９月２９日（月）～１０月８日（水） 

③　質疑回答期限（原則） 令和７年１０月１４日（火） 

④　現地説明会  令和７年１０月７日（火）午後２時半～ 

⑤　申請書類の受付  令和７年９月２９日（月）～１０月１７日（金） 

（2）申請者に対するヒアリング（選定委員会） 令和７年１０月２２日（水） 

（3）審査結果の通知     令和７年１１月初旬（予定） 

（4）議会の議決     令和７年１２月（予定） 

（5）指定管理者の指定の告示   令和７年１２月（予定） 

（6）協定書の締結 議会の議決後速やかに締結します。 

（7）業務の引継ぎ 現在の指定管理者等と協議し期間を設けます。 

（8）管理業務の開始     令和８年４月１日（水） 

 

１６　指定管理者の指定 

　指定管理者候補法人等として選定された者は、議会の議決を経て指定管理者として指

定します。ただし、指定申請以降に、「８（1）申請者の資格」に掲げる要件のいずれか

を満たさないこととなった場合、又は「１３留意事項」 に掲げる要件等に該当するこ

とが判明した場合 、著しく社会的信用を損なう等により指定管理者としてふさわしく

ないと認められる場合等には、指定をしないことがあります。 
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１７　協定書の締結 

　議会の議決を経て指定管理者に指定した法人等との協議に基づき、協定書を締結しま

す。協定書は、指定期間を通じての基本的な事項を定めた「基本協定書」と年度ごとの

事業実施に係る事項を定めた「年度協定書」に分けて協定します。 

協定書の主な項目については、次のとおりです。 

（1）基本協定書 

①　業務内容に関する事項 

②　管理物件に関する事項 

③　指定期間に関する事項 

④　施設の使用許可等に関する事項 

⑤　情報公開の推進に関する事項 

⑥　個人情報の保護に関する事項 

⑦　使用料に関する事項 

⑧　危機管理に関する事項 

⑨　事業計画及び業務報告に関する事項 

⑩　指定の取り消しに関する事項 

⑪　その他、施設の管理において必要と認める事項 

（2）年度協定書 

①　当該年度の業務内容に関する事項 

②　当該年度に市が支払う指定管理料に関する事項 

③　その他市が必要と認める事項 

 

１８　指定の取り消し等 

　指定管理者が履行した内容が本市の求める水準を著しく下回ったとき、又は社会的信

用を失う等指定管理者の責めに帰すべき事由により、当該指定管理者による管理を継続

することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消すことがあります。この場合、

指定管理者の損害に対して市は賠償しません。また、取り消しに伴い市に生じた損害に

ついては、指定管理者は賠償しなければなりません。 

 

１９　業務の引継ぎについて 

（1）指定管理業務の開始にあたっての引継ぎ 

施設利用者の利便性が損なわれないようにするため、指定期間の開始日（令和８年４

月１日）には管理運営業務が円滑かつ支障なく進められるよう、開始日前に前任

の指定管理者との引継ぎ期間を設けスムーズな引継ぎに努めてください。なお、

引継ぎに係る人件費等の経費は、指定管理者に指定された法人等の負担とします。 

（2）指定期間終了後の引継ぎ 

指定管理者は、指定期間終了時にあたって、次期指定管理者等が円滑かつ支障

なくセンターの運営管理業務が遂行できるよう引継ぎを行うこととします。 

 

２０　その他 

（1）提出された申請書類等は、全て返却しません。 

（2）提出された申請書類の内容は提出期限後に変更することはできません。 

（3）提出された申請書類等に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

（4）提出された申請書類等は、川西市情報公開条例に規定する公文書に該当し、本市

の公文書の公開請求の対象となります。（内容により非公開となることもあります。）

また、提出された指定管理者に係る事業計画書を当該条例に基づき公表することが

あります。 
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（5）申請に関して支出した費用や提供したノウハウの対価等については、一切補償し

ません。 

（6）申請書類の提出後に辞退する場合は、速やかに電話連絡するとともに、辞退届（様

式第３号）を提出してください。 

（7）提案いただいた業務については協議の上、協定締結時の仕様書に記載します。 

（8）指定管理料は、事業内容を踏まえ本市と協議のうえ、毎年度の協定により確定し

ますので、提案額がそのまま指定管理料になるものではありません。 

（9）現地説明会参加に必要な費用は、参加団体の負担とします。


